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不　動　産　売　買　契　約　書
（区分所有建物）

　売主     と、買主     は、宅地建物取引業者     立会のうえ重要事項説明書を確認して、「Ⅰ、標記」の表示物件（以下本物件という）について双方合意のうえ、下記条項の通り売買契約を締結した。
Ⅰ、標記

　（１）売買目的物の表示

	マンション名（本物件）
	     
	     号
	     タイプ

	住　居　表　示
	     

	土　地
	所　　　　　在
	地　番
	地　目
	地　積

	
	     
	     
	     
	     ㎡

	
	     
	     
	     
	     ㎡

	
	     
	     
	     
	     ㎡

	
	     
	     
	     
	     ㎡

	
	合　計
	     筆
	合　計（登記面積）
	     ㎡

	
	権利の種類
	     
	共有持分
	     分の     

	
	借地権の場合
	借地権の割合
	     ㎡
	地　代
	月　額
	     円

	
	
	借地権の存続期間
	     年     月     日まで

	建　物
	一棟の

建物表示
	構　　造
	     造     階建

	
	
	用　　途
	     
	延床面積
	     ㎡

	
	
	建築時期
	     年     月     日

	
	専有部分

の建物
	家屋番号
	     
	建物番号
	     

	
	
	種　　類
	     （     ）

	
	
	構　　造
	     造     階建

	
	
	床 面 積
	（登記簿）　     ㎡（     ）

	
	
	権利の種類
	     

	共有部分及び付属施設
	区分所有者全員の共有

	付属建物
	 FORMCHECKBOX 
　有
	     

	
	 FORMCHECKBOX 
　無
	


　（２）売買代金および支払いの方法
	売買代金
	総　　　　　額
	金、     円也

	内　　訳
	土　　　　　地
	金、     円也

	
	建　　　　　物
	金、     円也

	
	消　　費　　税
	金、     円也

	手 付 金
	本　契　約　締　結　時　に
	金、     円也

	中 間 金
	第１回・令和     年     月     日迄に
	金、     円也

	
	第２回・令和     年     月     日迄に
	金、     円也

	残 代 金
	決済時・令和     年     月     日
	金、     円也

	備    考
	     


　（３）その他約定事項

	①
	所有権移転・登記手続の日
	令和     年     月     日

	②
	引渡し日
	令和     年     月     日

	③
	手付解除の期限
	令和     年     月     日

	④
	違約金の額（売買代金の     ％相当額）
	金、     円也

	その他
	     


（４）融資関係事項

	融資機関名・支店名
	融資承認予定日
	融資申込金額

	     
	令和    年    月    日
	金、     円也

	     
	令和    年    月    日
	金、     円也

	     
	令和    年    月    日
	金、     円也

	     
	令和    年    月    日
	金、     円也

	合　　　計
	金、     円也

	　 eq \o\ad(融資未承認の場合の契約解除期限,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	令和     年     月     日

	備考
	     


（５）瑕疵担保責任

	瑕疵担保責任（第18条）
	 FORMCHECKBOX 
　負担しない
	 FORMCHECKBOX 
　負担する　（物件引渡後     間）


Ⅱ、契約条項
（売買の目的物及び売買代金）
第1条 　売主は、標記(1)の土地建物（以下、本物件という）を標記(2)の代金で買主に売渡し、買主は本物件を買受けた。

（売買対象面積）

第2条 　本物件のうち、土地の面積は登記簿面積としこれが実測面積と相違しても、売主及び買主双方とも意義を一切申し立てないものとする。

２ 本物件のうち、建物の専有部分の床面積は登記簿面積としこれが実測面積と相違しても、売主及び買主双方とも意義を一切申し立てないものとする。

(土地等の所有権)

第3条 　本物件のうち土地および共用部分ならびに共用付属施設等は区分所有者全員の共有に属するものとし、これに関する買主の共有持分は、建物の専有部分の総床面積に対して買主が所有する専有部分の床面積の割合によるものとします。
（手付金）

第4条 　買主は、売主にこの契約締結と同時に標記(2)の手付金額を支払う。

２ 手付金は、残代金支払時に売買代金の一部に充当するものとし、これには利息をつけないものとする。
（売買代金の支払時期とその方法）

第5条 　買主は、売主に売買代金を標記(2)のとおり支払うものとする。

（所有権の移転の時期）
第6条 　本物件の所有権は、買主が売買代金の全額を支払い、売主がこれを受領したとき売主から買主に移転する。 

（引渡し）
第7条 　売主は、買主に本物件を売買代金全額の受領と同時に引渡す。
２ 売主は、前項の引渡しまで善良なる管理者の注意をもって管理・保管するものとする。

（所有権移転登記の申請）
第8条 　売主は、売買代金全額の受領と同時に、買主または買主が指定する者の名義にするために、本物件の所有権移転登記申請手続きをしなければならない。

２ 所有権移転登記に要する費用中、売渡証書（登記原因証明情報）の作成は売主、登録免許税は買主、申請書の作成費用は双方の負担とする

（売主の担保権等消除義務）

第9条 　売主は、本物件の所有権移転の時期までに、抵当権等の担保権および賃借権等の用益権その他買主の完全な所有権の行使を阻害する一切の負担を消除する。
（公租・公課の分担）
第10条 本物件に賦課される公租･公課及び各種使用料は、引渡しの日の前日までは売主が、引渡し日以後は買主が、各自負担する。

２ 公租･公課の起算日は、令和     年     月     日とする。

３ 公租･公課の分担金の清算は、残代金支払時とする

（収益の帰属・負担金の分担）

第11条 本物件から生じる収益の帰属および各種負担金の分担については、前条第1項および第3項を準用する。

（印紙代の負担）

第12条 この契約書に貼付する収入印紙は、売主・買主が平等に負担するものとする。

（引渡前の滅失等）

第13条 本物件の引渡前に、天災地変その他売主及び買主の責に帰すことのできない事由により本物件が滅失したときは、買主は、この契約を解除することができる。

２ 本物件の引渡前に、前項の事由によって本物件が毀損したときは、売主は、買主と協議　　　　のうえ、本物件を修復して買主に引渡すものとする。この場合、修復により引渡しが遅延　　　　しても、買主は、売主に対して、引渡し遅延による損害賠償等の請求はしないものとする。

３ 売主は、本物件の修復が著しく困難なとき、または過大な費用を要するときは、この契約を解除することができるものとし、買主は、本物件の毀損により契約の目的が達せられないときは、この契約を解除することができる。

４ 第１項または前項によりこの契約が解除された場合、売主は、買主から受領した金員を無利息で遅滞なく買主に返還しなければならない。

（手付解除）
第14条 売主及び買主は、標記(3)の③の期限内までは、相手方がこの契約の履行に着手するまでこの契約を解除することが出来る。
２ 前項により契約を解除する場合、売主は、買主より受領した手付金を返還するとともに、それと同額の金員を買主に支払わなければならず、また買主は、売主に支払った手付金を放棄するものとする。

（契約違反による解除）

第15条 売主または買主は、その相手方がこの契約に定める債務を履行しない場合、相当の期間を定めて催告したうえ、この契約を解除することができる。

２ この契約が前項により解除された場合、売主または買主は、その相手方に対して標記(3)の④記載の違約金を支払わなければならない。

３　前項の違約金は、次のとおり、相手方に対し、遅滞なく支払わなければならない。

1  売主の債務不履行により買主が解除したときは、売主は、受領済の金員に違約金を付加して支払う。

2  買主の債務不履行により売主が解除したときは、買主は、違約金額より支払済の金員額を控除した差額を支払う、この場合、買主の支払済の金員額が違約金額を上回るときは、売主は、買主にその差額を無利息で返還するものとする。

４　買主が本物件の所有権移転登記を受け、または本物件の引渡しを受けているときは、前項の支払いを受けるのと引換えに、その登記の抹消登記手続き、または本物件の返還をしなければならない。

(反社会的勢力の排除）
第16条 売主及び買主は、それぞれ相手方に対し、次の各号の事項を確約する。
(1) 自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成員（以下総称して「反社会的勢力」という）ではないこと。
(2) 自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう）が反社会的勢力ではないこと。
(3) 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この媒介契約を締結するものでないこと。
(4) 本物件の引渡し及び売買代金の全額の支払いのいずれもが終了するまでの間に、自ら又は第三者を利用して、この契約に関して次の行為をしないこと。
　　　　　　ア　相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為

イ　偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為
２　売主または買主の一方について、次のいずれかに該当した場合には、その相手方は、何らの催告を要せずして、この契約を解除することができる。
　　　　　ア　前項(1)又は(2)の確約に反する申告をしたことが判明した場合
　　　　　イ　前項(3)の確約に反し契約をしたことが判明した場合
　　　　　ウ　前項(4)の確約に反した行為をした場合
３　買主は、売主に対し、自らまたは第三者をして本物件を反社会的勢力の事務所その他の活動の拠点に供しないことを確約する。
４　売主は、買主が前項に反した行為をした場合には、何らの催告を要せずして、この契約を解除することができる。
５　第2項または前項の規定によりこの契約が解除された場合には、解除された者は、その相手方に対し、違約金（損害賠償額の予定）として金     円（売買代金の20％相当額）を支払うものとする。
６　第2項または第4項の規定によりこの契約が解除された場合には、解除された者は、解除により生じる損害について、その相手方に対し一切の請求を行わない。
７　買主が第3項の規定に違反し、本物件を反社会的勢力の事務所その他の活動の拠点に供したと認められる場合において、売主が第4項の規定によりこの契約を解除するときは、買主は、売主に対し、第5項の違約金に加え、金     円（売買代金の80％相当額）の違約罰を制裁金として支払うものとする。ただし、宅地建物取引業者が自ら売主となり、かつ宅地建物取引業者でない者が買主となる場合は、宅地建物取引業法第38条第1項の規定を適用する。
(融資利用の場合）
第17条 買主は、売買代金の支払いに金融機関の融資を利用する場合、この契約締結後     日以内に必要書類を揃え、その申込手続きをしなければならない。

２ 買主が、標記(4)の融資承認予定日までに、前項の融資の全部または一部について買主の責に帰すことができない事由によって金融機関より融資の承認を得られないとき、買主は、標記(4)の融資未承認の場合の契約解除期限まではこの契約を解除することができる。

３ 本条による契約解除の場合は、第14条（手付解除）および第15条（契約違反による解除）の規定は適応されないものとする。

（瑕疵担保責任）

第18条 建物について、売主は本物件引渡後     ヶ月以内に発見された雨漏り、シロアリの害、建物構造上主要な部位の腐食、給排水設備の故障の隠れた瑕疵については買主に対しその責任を負います。

２ 宅地建物取引業者自ら売主となる場合においては、本物件引渡し後２年間、隠れた瑕疵について買主に対しその責任を負います。

３ 売主は、築後１年以内の新築物件については、住宅品質確保促進法第９５条１項の規定に従い、構造耐力上主要な部分又は雨水の浸入等の隠れた瑕疵について、買主に引渡したときから１０年間、買主に対しその責任を負う。

４ 本契約における別紙物件状況報告書の「Ⅰ.付帯設備等」及び「Ⅱ.物件の現況報告」で告知した項目について売主は買主に対してその責めを負わないものとする。
（仲介業者の報酬）
第19条 売主及び買主が、この契約の媒介または代理に関与した宅地建物取引業者に支払うべき報酬額は、国土交通大臣の定めた規定によるものとする。

２ 売主及び買主は、この契約が締結されたとき、前項に基づく報酬額のうちその半額を、また、売買代金が全額支払われ、本物件が引渡されてこの契約が完了したとき残額を支払うものとする。　

（契約解除の場合の報酬の処理）
第20条 売主または買主の責に帰すべき事由により、この契約が解除されたときは、この契約に関与した宅地建物取引業者に対して、国土交通大臣の定めた規定の範囲内の報酬を支払うものとする。この場合、前条第2項前段の報酬額の授受があるときはその額を含めて清算する。

（諸規約の承継）
第21条 売主は、買主に対し、環境の維持または管理の必要上定められた規約等に基づく売主の権利･義務を承継させ、買主はこれを承継する。

（住宅ローン特約）

第22条 買主が本物件の売買代金の一部の支払いに充当するため住宅口一ンを利用するときは、買主の側において当該口一ンの必要書類を金融機関に提出したにも拘らず全部または一部の融資が不可能な場合は、買主は本契約を解除し、売主は既に受領した金員全額を無利息でただちに買主に返還するものとする。またこの場合には、仲介業者は既に受領した報酬額もただちに返還するものとする。

２ 本融資（住宅ローン）交渉の期限は令和     年     月     日までとし、この間に融資の諾否を得るものとする。

３ 金融機関の融資（住宅ローン）が決定し、残金決済前に所有権移転登記が必要な場合は、売主は残代金の精算につき安全を確かめ融資決定通知等の確認により、当該金融機関に売主も立会して代金の決済を受けることを条件にこれに同意すること。

４ 買主が自己都合により故意に融資の承認を妨げるような行為をした結果、融資の全部または一部が得られなかった場合は、買主は本条第１項に基づく解除権の行使はできない。

（協議事項）

第23条 この契約に定めがない事項、またはこの契約条項に解釈上の疑義を生じた事項については、民法その他関係法規および不動産取引の慣行に従い、売主および買主が、誠意を持って協議し、定めるものとする。　

（管轄裁判所）
第24条 この契約に関する訴訟の管轄裁判所は、本物件の所在地を管轄する地方裁判所とする。
（特約条項）
第25条 　     
	     


この契約を証するため、本証書     通を作成し、売主・買主双方署名捺印し、各自壱通を保管する。

契　約　日　令和     年     月     日
	売　主
	住　所
	

	
	氏　氏　名
	㊞

	
	     
	     

	
	     
	     

	買　主
	住　所
	

	
	氏　名
	㊞

	
	     
	     

	
	     
	     


	仲介業者
	免許番号
	     

	
	住　　　　所
	     

	
	T E L
	     

	
	名称又は商号
	     
	㊞

	
	代表者氏名
	     
	

	宅地建物
取引士
	氏　　　　名
	     
	㊞

	
	登録番号
	     


	仲介業者
	免許番号
	     

	
	住　　　　所
	     

	
	T E L
	     

	
	名称又は商号
	     
	㊞

	
	代表者氏名
	     
	

	宅地建物
取引士
	氏　　　　名
	     
	㊞

	
	登録番号
	     


＊該当項目を「□」内の「×」印で示しています。
物　件　状　況　報　告　書 
（区分所有建物用）（該当項目を「 □ 内の×」印で示しています。）
Ⅰ．付帯設備等

○　本物件には、下記の設備が備考欄に記載された状況で付帯されています。付帯欄の「 □ 」内に「×」印のあるものについては、売主から買主に現況のまま引き渡しされます。

　○　これらの設備については、設置後の経年変化及び使用に伴う性能低下等汚損故障についてその責め攻を負いません。

	設　備　名　称
	付帯有り
	設備の状態等
	備　　　　考

	
	
	使用可能
	一部故障
	使用不能
	

	居室設備
	照明器具（吊下げ）
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	照明器具（直付け）
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	エアコン（ FORMCHECKBOX 
冷・ FORMCHECKBOX 
暖）
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	水回り設備
	風呂一式
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 
ﾊﾞﾗﾝｽ釜・ FORMCHECKBOX 
給湯・ FORMCHECKBOX 
ｼｬﾜｰ・(     )

	
	換気扇
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	給湯器（ FORMCHECKBOX 
ガス・ FORMCHECKBOX 
電気）
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	湯沸器
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	乾燥機
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	トイレ器具一式
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 
保温便座・ FORMCHECKBOX 
洗浄器・(     )

	
	洗濯機用防水パン
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	洗面台
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	台所設備
	ガスレンジ
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	電気コンロ
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	オーブンレンジ
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	食器洗い機
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	レンジフード（換気扇）
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	流し台セット
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	その他設備
	下駄箱
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	吊戸棚
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	カーテンレール
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	敷物
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	敷き込みカーペット
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	網戸（     枚）

雨戸（     枚）
	 FORMCHECKBOX 

 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

 FORMCHECKBOX 

	     
     

	
	物干し（フック）
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	ﾄﾞｱｰﾁｬｲﾑ
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	ｲﾝﾀｰﾎﾝ
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 
モニター付・(     )

	
	T Vアンテナ
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 
共同・ FORMCHECKBOX 
単独・(     )

	
	衛星放送用アンテナ
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 
共同・ FORMCHECKBOX 
単独・(     )

	
	有線放送
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	ソーラーシステム
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 
温水器・ FORMCHECKBOX 
発電機・(     )

	
	電話回線
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	     
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	     
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	     
	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	 FORMCHECKBOX 

	     


Ⅱ．物件の現況報告

○　本物件は通常の経年変化によるほか、下記のとおりの状態です。（該当項目を「 □ 内の×」印で示しています。）　

	雨漏り
	 FORMCHECKBOX 
現在まで雨漏りを発見していない。

 FORMCHECKBOX 
過去に雨漏りがあった。

（箇所：     ）

○修理　　 FORMCHECKBOX 
未・ FORMCHECKBOX 
済　     年     月頃

 FORMCHECKBOX 
現在雨漏り箇所がある。

（箇所：     ）

○ FORMCHECKBOX 
未修理のまま引渡し・ FORMCHECKBOX 
修理予定　令和     年     月頃

負担（     ）

	シロアリの害
	 FORMCHECKBOX 
現在までシロアリの被害を発見していない。

　　○シロアリ予防工事 　 FORMCHECKBOX 
未・ FORMCHECKBOX 
済　     年     月頃

 FORMCHECKBOX 
過去にシロアリの被害があった。

（箇所：     ）

○シロアリ駆除  　  FORMCHECKBOX 
未・ FORMCHECKBOX 
済　     年     月頃

○被害箇所の修理　  FORMCHECKBOX 
未・ FORMCHECKBOX 
済　     年     月頃

 FORMCHECKBOX 
現存シロアリの被害がある。

（箇所：     ）

○・ FORMCHECKBOX 
現状引渡し

・ FORMCHECKBOX 
駆除予定　令和     年     月頃

・ FORMCHECKBOX 
修理予定　令和     年     月頃

	給排水配管の故障
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無　

箇所と状況：     

	買主に引き継ぐべき事項

その他
	 FORMCHECKBOX 
管理組合規則　　 FORMCHECKBOX 
自治会規則　　 FORMCHECKBOX 
（     ）

内容：     


　令和     年     月     日
　令和     年     月     日付不動産売買契約に関し、本物件の付帯設備及び状態が上記のとおりであることを売主は買主に告知し、買主はこれを了承しました。

（売　主）　

	住　所
	
	

	氏　名
	
	印

	     
	
	     

	     
	
	     


（買　主）

	住　所
	
	

	氏　名
	
	印

	     
	
	     

	     
	
	     



不動産売買契約書
（区分所有建物）
	売　主
	     

	買　主
	     


令和     年     月     日

公益社団法人　全日本不動産協会　香川県本部　制定
宅地建物取引業者が宅地又は建物の売買等に関して受けることができる報酬の額

（昭和四十五年十月二十三日建設省告示第千五百五十二号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最終改正　平成十六年二月十八日国土交通省告示第百号

第一　定義

　この告示において、「消費税等相当額」とは消費税法（昭和六十三年法律第百八号）第ニ条第一項第九号に規定する課税資産の譲渡等につき課されるべき消費税額及び当該消費税額を課税標準として課されるべき地方消費税額に相当する金額をいう。

第二　売買又は交換の媒介に関する報酬の額

　宅地建物取引業者（課税事業者（消費税法第五条第一項の規定により消費税を納める義務がある事業者をいい、同法第九条第一項本文の規定により消費税を納める義務が免除される事業者を除く。）である場合に限る。第三から第五まで及び第七①において同じ。）が宅地又は建物（建物の一部を含む。以下同じ。）の売買又は交換の媒介に関して依頼者から受けることのできる報酬の額（当該媒介に係る消費税等相当額を含む。）は、依頼者の一方につき、それぞれ、当該売買に係る代金の額（当該売買に係る消費税等相当額を含まないものとする。）又は当該交換に係る宅地若しくは建物の価額（当該交換に係る消費税等相当額を含まないものとし、当該交換に係る宅地又は建物の価額に差があるときは、これらの価額のうちいずれか多い価額とする。）を次の表の上欄に掲げる金額に区分してそれぞれの金額に同表の下欄の掲げる割合を乗じて得た金額を合計した金額以内とする。

	二百万円以下の金額

二百万円を超え四百万円以下の金額

四百万円を超える金額
	百分の五・四
百分の四・三二

百分の三・二四


第三　売買又は交換の代理に関する報酬の額

　宅地建物取引業者が宅地又は建物の売買又は交換の代理に関して依頼者から受けることのできる報酬の額（当該代理に係る消費税等相当額を含む。以下この規定において同じ。）は、第二の計算方法により算出した金額の二倍以内とする。ただし、宅地建物取引業者が当該売買又は交換の相手方から報酬を受ける場合においては、その報酬の額と代理の依頼者から受ける報酬の額の合計額が第二の計算方法により算出した金額の二倍を超えてはならない。

第四　貸借の媒介に関する報酬の額　　省　略

第五　貸借の代理に関する報酬の額　　省　略

第六　権利金の授受がある場合の特例　省　略
第七　第二から第六までの規定によらない報酬の受領の禁止

　①宅地建物取引業者は、宅地又は建物の売買、交換又は貸借の代理又は媒介に関し、第二から第六までの規定によるほか、報酬を受けることができない。ただし、依頼者の依頼によって行う広告の料金に相当する額については、この限りでない。

　②消費税法第九条第一項本文の規定により消費税を納める義務を免除される宅地建物取引業者が、宅地又は建物の売買、交換又は貸借の代理又は媒介に関し受けることができる報酬の額は、第二から第六までの規定に準じて算出した額に百五分の百を乗じて得た額、当該代理又は媒介における仕入れに係る消費税等相当額及び①ただし書に規定する額を合計した金額以内とする。

　　附　則

１　この告示は、昭和四十五年十二月一日から施行する。

　　２　昭和四十年四月建設省告示第千百七十四号は、廃止する。

　　３　宅地又は建物の売買、交換又は貸借の契約でこの告示の施行前に成立したものの代理又は媒介に関して宅地建物取引業者が受けることのできる報酬の額については、なお従前の例による。

附　則（平成元年二月十七日建設省告示第二百六十三号）

　この告示は、平成元年四月一日から施行する。

　　附　則（平成九年一月十七日建設省告示第三十七号）

この告示は、平成九年四月一日から施行する。
　　附　則（平成十六年二月十八日国土交通省告示第百号）

この告示は、平成十六年四月一日から施行する。

収入印紙





売主・買主


各自負担









